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母親の教育熱心度に対する情報源と地域進学率の影響 
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概要：本研究は、「子どもの生活と学びに関する親子調査」を用い、母親の教育熱心度が

どの情報源と地域的コンテクストによって形成されるのかを検討した。親族・友人・学

校・塾・マスメディア・インターネットの情報源に加え、都道府県別大学・短大進学率

を独立変数とし、固定効果モデルを学齢期別・母親学歴別に推定した。分析の結果、「学

校・塾」からの情報は全学年で一貫して教育熱心度を高めた一方、友人・知人やインタ

ーネットは中学生段階でのみ弱い正の効果を示した。小学校高学年では、地域の進学率

が高いほど学校・塾の影響が強まり、インターネット情報の効果が弱まる調整効果も確

認された。また、大卒母親では情報源・地域要因の影響が総じて限定的であるのに対し、

非大卒母親ではマスメディア、インターネット、学校・塾の効果や地域進学文化との交

互作用が顕著であり、情報環境と地域環境により敏感に反応する傾向がみられた。これ

らの結果は、家庭の教育意識が、階層・地域・情報の複合的な相互作用によって形成さ

れており、とりわけ非大卒層でその影響がより顕著に現れることを示している。 
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Information Sources and Regional College Enrollment Rate as 
Determinants of Mothers’ Educational Enthusiasm 
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Abstract: This study examines how mothers’ educational enthusiasm is shaped by different 

information sources and regional educational contexts, using data from the Japanese 

Longitudinal Study of Children and Parents. Information from relatives, friends, schools, 

cram schools, mass media, and the Internet, along with prefectural college enrollment 

rates, were included as independent variables. Fixed-effects models were estimated by 

children’s grade level and mothers’ educational attainment. The analysis showed that 

information from schools and cram schools consistently increased educational 

enthusiasm across all grade levels, whereas information from friends and the Internet had 

only weak positive effects in junior high school. Among college-educated mothers, higher 

regional college enrollment rates strengthened the influence of school/cram school 

information and weakened the effect of Internet-based information. Furthermore, while 

the influence of information sources and regional factors was generally limited among 

college-educated mothers, non-college-educated mothers exhibited pronounced effects of 

mass media, Internet use, and school/cram school information, as well as stronger 

interactions with local educational culture. These results suggest that parental 

educational attitudes are shaped by the complex interplay of socioeconomic status, 

regional context, and information sources, and that this influence is particularly 

pronounced among mothers without a college degree. 

Keywords: Educational enthusiasm, Information sources, Prefectural college enrollment 

rate, Mothers, Fixed-effects model 
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1. はじめに 

 日本の教育格差を理解するうえで、親、とりわけ母親の教育に対する熱心さが果たす

役割はきわめて大きい。子どもの学力や進路選択は、学校文化や地域の教育環境だけで

なく（耳塚・苅谷・樋田 1981）、家庭内の価値観や教育投資行動によっても大きく左右

されることが、教育社会学・家族社会学の領域で繰り返し指摘されてきた（神原 2001 ほ

か）。特に母親は、子どもの学習支援や進路情報の収集、進学方針の決定に深く関与する

傾向が強く（本田 2008、額賀・藤田 2021）、その教育志向を規定する要因を解明するこ

とは、教育格差の形成メカニズムを理解するうえで不可欠である。 

 従来の量的研究は、母親の学歴や世帯所得といった階層要因を中心に、教育的価値観

の形成を説明してきた（藤原 2009、荒牧 2016 ほか）。確かに、学歴・所得が教育熱心

度や教育投資に影響を及ぼすことは多くの研究で明らかにされている。しかし、こうし

たアプローチでは、家族を取り巻く社会的ネットワークや地域社会の特性が、母親の教

育志向をいかに方向づけるのかについては、必ずしも十分に検討されてこなかった。と

りわけ日本では、地域ごとの大学進学率に大きな格差が存在し（朴澤 2012、2014）、子

育て情報の流通や学校外教育機関の分布にも地域差が見られる（栁田 2024）。こうした

背景を踏まえると、母親が置かれる地域環境を考慮せずに教育志向を理解することは難

しい。 

 さらに近年、教育情報の取得経路は急速に多様化している。従来の親族・学校・塾と

いった情報源に加え、SNS を含むオンラインメディア、ママ友ネットワーク、地域イベ

ントなど、異なる質と量の情報を提供する多様なチャネルが共存している。そのため、

母親が、どの情報源を選択・信頼するかが教育的価値観に与える影響は、これまで以上

に大きく、かつ複雑化している。また、このような子育て情報源の利用においては、学

歴や世帯所得の高い層ほどインターネットを積極的に活用する傾向が指摘されており、

情報利用には明確な学歴差が存在することも明らかである（鳶島 2023）。 

 本研究は、こうした背景を踏まえ、母親の教育熱心さを「階層×地域×情報源」とい

う三つの視点から統合的に検討する点に特徴がある。とくに、地域の大学進学率という

客観的指標と、母親が利用する複数の情報源を類型化したデータを組み合わせることで、

「どの情報源が」「どの地域環境において」「どの層の母親に対して」強く、あるいは弱

く作用するのかを精緻に分析することを可能とする。 

 

2. 先行研究の検討 

2.1 階層要因と教育志向 

 母親の学歴や世帯所得などの階層要因は、子どもの教育投資に対してきわめて強い説

明力をもつことが知られている（Stevenson & Baker 1992、片岡 2001、松岡 2016）。これ

らの属性は、進学期待、学習支援行動、塾・習いごとへの支出など、多様な教育的意思

決定に影響を及ぼす。とりわけ母親学歴は、家庭での学習支援の質や教育情報の探索行

動と密接に連動する傾向があり、ミドルクラスの母親ほど教育的に手厚い家庭環境を提

供しやすいとする知見は国内外で累積している（Lareau 2003、本田 2008 ほか）。 

 一方で、階層要因は必ずしも単純に直線的な効果を持つわけではない。非大卒層の中

でも、自身の学歴に対する不満や教育を通じた階層上昇への志向が強い場合、むしろ積

極的に子どもの学習を後押しする例も報告されている（吉川 2006、須永 2019）。こうし

た知見は、教育行動が単なる資源量だけでなく、親の教育に関する価値観によっても形

成されることを示している。 
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 さらに近年の研究では、階層要因が教育行動に作用するプロセスそのものが、社会環

境の変化によって複雑化していることが指摘されている（Rickett et al. 2022）。象徴的な

のが、情報環境の分断が階層差を増幅する可能性である。インターネットや SNS といっ

た新たな教育情報源は、利用のハードルの低さゆえに「機会の平等」をもたらすと語ら

れる一方、実際には検索スキルやネットリテラシーの違いを背景に、情報の取得量や質

には大きな格差が生じうる（Kowalska & Nowak 2025）。その結果、同じ「大卒／非大卒」

といった階層カテゴリーに属していても、どのコミュニティや情報に接続しているかに

よって、教育的価値観は大きく異なる可能性がある。 

 

2.2 地域要因と教育観 

 地域の社会構造は、家庭の教育行動を方向づける重要な要因である。地域全体の大卒

者割合や高校・大学進学率は、住民が共有する教育観や進学期待を規定し、子育て世帯

が置かれる教育文化的コンテクストを形成する（Matsuoka & Maeda 2019）。こうした地域

水準の教育文化は、親の教育行動を促進する方向にも、逆に制約する方向にも働く。 

 都市部では、進学校や学習塾・予備校が集積し、進学関連の情報や制度的資源が豊富

に存在するため、子どもの学習意欲を維持しやすい環境が整っている（有海 2011）。こ

れに対して、進学校や塾が限られた地域では、親の教育投資が十分に展開されにくいの

である（北村 2020）。 

 松岡（2019）は、地域の大卒割合が親の教育意識に影響する背景として、高い教育を

無意識に“当然視”させる地域固有の文化規範（＝身体化された文化資本）の存在を指

摘する。こうした規範が強い地域では、階層にかかわらず大学進学が集合的規範となり

やすい。すなわち、階層効果は地域的コンテクストによって「増幅」も「減衰」もする。 

 

2.3 先行研究の課題 

 以上の先行研究を総合すると、母親の教育に対する価値観は、教育情報へのアクセス

を支える資源であると同時に、地域社会に根ざした規範的圧力として作用する多面的な

存在であることがわかる。インターネット・友人・親族・学校といった情報源の利用に

は階層差が存在し（荒牧 2018、鳶島 2023）、また地域の文化・価値観は、母親の教育行

動を方向づける力を持つ（Matsuoka & Maeda 2019）。しかし、こうした重要な知見にもか

かわらず、いくつかの未解明の課題が残されている。 

 第一に、階層×地域×情報源の三つ組みの相互作用は、これまで十分に検討されてい

ない。先行研究では、階層差が情報源利用に及ぼす影響（鳶島 2023）や、パーソナルネ

ットワークが教育投資に与える効果（米田 2019）については明らかにされているが、こ

れらの効果がどの地域的条件のもとで強まるのか、あるいは弱まるのかについては体系

的な分析が存在しない。教育水準の高い地域と低い地域では、母親が接触する情報の構

造そのものが異なる可能性が高く、その違いを前提にした分析が求められる。 

 第二に、母親学歴によって教育熱心度に与える情報の効果が異なる可能性も十分に検

討されていない。先行研究では、学歴が高い母親ほど多様で専門的な情報を選択的に活

用する傾向が示唆されているが（鳶島 2023）、「どの情報源が」「どの地域環境において」

「どの層の母親に対して」教育志向に作用するのかは検証されていない。身近な情報源

の影響が進学率の強い地域では抑制的に働くのか、あるいは強化されるのかは明らかに

なっていない。 

 以上の課題を踏まえ、本研究は、地域性×情報源×母親学歴という三つの要因の相互
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作用に着目し、母親の教育熱心度がどのような地域的コンテクストのもとで強化または

抑制されるのかを体系的に検証する。とりわけ全国規模のパネルデータを用いることで、

地域差と個人内変化の双方を捉え、ネットワークの影響が地域によってどのように変容

するのかを明らかにする点に独自性がある。 

 

3. 方法 

3.1 データ 

 本研究では、東京大学社会科学研究所とベネッセ教育総合研究所が共同で実施してい

る「子どもの生活と学びに関する親子調査」データを用いる。当該調査は、日本全国の

小学 1 年生から高校 3 年生までの子どもとその保護者を対象としたパネル調査であり、

教育・生活・進路等に関する質問を継続的に行っている点に特徴がある。 

 本稿では、2015 年 7～9 月に実施された第 1 波（Wave1）と、2018 年 7～9 月に実施さ

れた第 4 波（Wave4）の母親回答データを利用する。分析対象は、①Wave1 および Wave4

の両方に母親が回答しているケース、②Wave1 時点で子どもが小学校 1 年生〜中学校 3

年生であるケース、の 2 条件を満たす世帯とした。なお、Wave1 の時点で子どもが高校

生である場合、Wave4 時点では調査対象から外れるため、本研究の分析対象から除外し

た。 

 さらに、本研究で用いる変数について、Wave1・Wave4 の両時点において有効回答が得

られている個票のみを抽出し、リストワイズによる欠損値の除去を行った。その結果、

母親 7,733 名、観測ケース数 15,466（各母親につき 2 時点）が分析対象となった。なお、

子どもの学齢は、Wave1 時点の学年に応じて、小 1〜小 3、小 4〜小 6、中 1〜中 3 の 3 群

に区分し、それぞれのサブサンプルを用いた分析も併せて行った。各サブサンプルのケ

ース数は、小 1〜小 3：5,998 ケース（2,949 名）、小 4〜小 6：4,806 ケース（2,403 名）、

中 1〜中 3：4,662 ケース（2,331 名）である。 

 

3.2 従属変数：母親の教育熱心度 

 本研究の従属変数である母親の「教育熱心度」は、「できるだけいい大学に入れるよう

に成績を上げてほしい」「多少無理をしてでも子どもの教育にはお金をかけたい」「子ど

もの教育・進学面では世間一般の流れに乗り遅れないようにしている」の 3 項目（各４

段階）から構成した尺度を用いる（香川 2020、鳶島 2023）。各項目について、「とてもあ

てはまる」を 4、「まったくあてはまらない」を 1 とするよう逆転処理を施した上で、3

項目の単純平均値を算出し、尺度得点とした。得点が高いほど、母親が子どもの進学や

教育投資に積極的であることを示す。平均値を用いることで、一部項目に欠損がある場

合でも一定の回答が得られていれば指標を算出できる利点がある。 

 

3.3 独立変数 

（1）情報源 

 母親が日常的にどのような情報源から子育て・教育に関する情報を得ているかを示す

指標として、「情報源」の利用有無を複数のカテゴリに分けて操作化した。保護者調査票

には、「あなたは日ごろ、お子様の子育てや教育に関する情報を、どこから（だれから）

得ていますか（複数回答）」という質問が設けられている。本研究では、調査票に提示さ

れた複数の情報源カテゴリーをもとに、母親が子育てや教育に関する情報を得る際に依

拠する情報源を、次の 5 つの類型に整理した。 
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 第一に「親族」である。このカテゴリーには、「配偶者」「自分の子ども」「自分の親」

「配偶者の親」「親戚（きょうだい、おじ・おば」が含まれる。第二に「友人・知人」で

ある。具体的には、「子どもの友だちの親（ママ友・パパ友）」「友人」「職場の知人」が

該当する。第三に「学校・塾」である。「学校の先生」「学習塾の先生」といった教育の

専門家による情報である。第四に「マスメディア」である。「テレビ」「新聞」「書籍（専

門書など）」「雑誌（専門誌など）」といった伝統的メディアから得られる情報をまとめた

類型である。第五に「インターネット」である。本研究では、「インターネットの情報サ

イト」「インターネットの掲示板・ブログ・SNS」といった多様なオンライン情報源を包

括してこの類型に分類した。 

 なお、本分析では調査票に含まれる選択肢のうち、「その他」および「当てはまるもの

はない」は情報源としての分類が困難であるため、上記 5 つのカテゴリから除外してい

る。各カテゴリについて、該当する選択肢のいずれかにチェックがあれば 1、いずれにも

チェックがなければ 0 とするダミー変数を Wave1・Wave4 それぞれで作成した。したが

って、本研究における「情報源」とは、特定のカテゴリの情報源を日常的に利用してい

るか否かを表す指標であり、利用頻度や情報内容の質的差異までは捉えていない。 

 

（2）地域要因：大学・短大進学率 

 母親の居住する地域の教育的コンテクストを捉えるため、都道府県別の大学・短大進

学率を地域指標として用いた。母親の居住都道府県情報をもとに、文部科学省「学校基

本調査」（2015 年および 2018 年）から各都道府県の大学・短大進学率（％）を抽出し、

Wave1 には 2015 年値、Wave4 には 2018 年値を対応させた。この指標は、高校卒業後に

高等教育機関へ進学する割合を表しており、その地域における進学文化や教育機会の水

準を反映するものと解釈できる。進学率が高い地域ほど、進学が「当たり前」とされる

規範（松岡 2019）や、進学を前提とした情報環境が整っている可能性が高いと考えられ

る。 

 

3.4 統制変数 

 本研究では、母親の教育熱心度と情報源利用との関連を検討するにあたり、これらの

関係に影響を及ぼす可能性のある背景要因を統制変数としてモデルに投入した。具体的

には、世帯の経済状況および母親の就業状態という 2 つの観点から、次の変数を設定し

た。 

 まず「世帯収入」については、調査票で前年の世帯年収を所得階級として尋ねている

ため、各階級の中点値（例：400〜500 万円の場合は 450 万円）を用いて連続変数として

扱った。本研究では、物価変動や地域差などによる影響は考慮せず、回答時点における

家計の相対的な所得水準を示す指標として利用している。次に「専業主婦ダミー」とし

て、母親の就業状態に関する回答から、「無業（専業主婦など）」と回答した場合に 1、そ

れ以外の就業形態（正規・非正規雇用、自営業等）を 0 とする変数を設定した。母親の

時間的資源や生活リズムは、教育活動や情報収集の頻度に影響を与える可能性があるた

め、分析上の重要な統制項目として位置づけた。一方、本研究で扱う「母親学歴」につ

いては、分析においてサンプルを大卒層と非大卒層に分ける際の基準として用いる。す

なわち、母親の最終学歴をもとに「大卒（短大・専門学校卒を含む）」と「非大卒」の 2

群に分類し、それぞれの層に対して別々にモデルを推定することで、情報源利用の効果

が学歴階層によってどのように異なるかを検討している。 
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表 1 記述統計 

 

3.5 分析手法 

 本研究の主たる分析枠組みは、母親ごとの 2 時点データを用いた固定効果モデル（fixed 

effects model）である。固定効果モデルを採用する理由は、母親ごとの不変な特性を統計

的に取り除き、時間内で変化した要因と教育熱心度の変化との関連に焦点を当てるため

である。一般的なモデルは、次のように表すことができる。 

 

𝐸𝑑𝑢𝑊𝑎𝑟𝑚𝑡ℎ{𝑖𝑡} =  𝛽{0} + 𝛽{1}𝐼𝑛𝑓𝑜{𝑖𝑡}
+  𝛽{2}𝑈𝑛𝑖𝑣𝑅𝑎𝑡𝑒{𝑖𝑡}

+  𝛽{3}𝑋{𝑖𝑡}
+  𝛼{𝑖} + 𝜀{𝑖𝑡} 

 

 本モデルでは、従属変数の教育熱心度𝐸𝑑𝑢𝑊𝑎𝑟𝑚𝑡ℎ{𝑖𝑡}は、母親𝑖が時点𝑡にどれほど子ど

もの教育に積極的であるかを示す指標であり、進学期待や教育投資意欲などから構成さ

れる。主要独立変数である情報源𝐼𝑛𝑓𝑜{𝑖𝑡}は、母親がどの種類の情報源（親族、友人、学

校・塾、マスメディア、インターネット等）を利用しているかを示すダミー変数である。

地域要因𝑈𝑛𝑖𝑣𝑅𝑎𝑡𝑒{𝑖𝑡}は、居住都道府県の大学・短大進学率を表し、地域の進学文化を捉

える背景指標として扱われる。統制変数𝑋{𝑖𝑡}には、世帯収入や就業状況など、教育熱心度

に影響しうる基本属性が含まれる。また、個体効果𝛼{𝑖}は、母親ごとに固定的な生育歴や

価値観など、時間によって変わらない要因を表す。固定効果モデルでは、この個体効果

を除去することで、観測期間内で変化する要因が教育熱心度に与える影響を抽出できる。

誤差項𝜀{𝑖𝑡}は、時点ごとの偶然誤差を示す。以上の枠組みにより、情報源利用や都道府県

進学率の変化が、母親自身の教育熱心度の変動とどのように結びつくのかを分析する。 

 本研究では、情報源利用の効果が都道府県進学率によって変化する可能性を検証する

ため、各情報源利用ダミーと都道府県別の大学・短大進学率との積を交互作用項として

投入した。これにより、同じ情報源であっても、進学文化の強い地域と弱い地域では母

親の教育熱心度に及ぼす影響が異なりうる点を捉えることができる。 

 さらに、情報源へのアクセスや活用の仕方が母親の学歴によって異なる可能性を踏ま

え、大卒母親と非大卒母親に分けて固定効果モデルを推定する。これにより、階層ごと

のネットワーク利用の特徴と、その差異が教育熱心度にどのような影響をもつのかを比

較検討することを目的としている。 

 推定には統計ソフトウェア R を用い、標準誤差については同一個人内での系列相関を
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考慮するため、個人クラスタでロバスト推定を行った。また、学齢期別の分析（小 1〜3、

小 4〜6、中 1〜3）についても同様の枠組みでモデルを推定し、子どもの発達段階による

効果の違いを検討した。 

 

4. 結果 

 

4.1 学齢期別にみた情報源の効果 

 母親の教育熱心度の年次的変動を明らかにするため、学齢区分別に固定効果モデルを

推定した。教育情報源の主効果に着目すると、「学校・塾」から得られる情報は全学年を

通じて一貫して正の影響を示した。これは、学校・塾からの情報源が学齢を問わず母親

の教育熱心度を押し上げる重要な要因であることを示している。一方、「友人・知人」は

小学校段階では有意な効果を示さなかったが、中学生段階に入ると正の効果があらわれ、

親同士のネットワークが一定の役割を果たす可能性が示唆された。「インターネット」は

小学校では安定した効果を示さなかったものの、中 1〜中 3 で正の影響がみられた。 

 交互作用効果については、小 4〜小 6 において「学校・塾 × 進学率」と「インターネ

ット × 進学率」が有意性を示し、地域の進学文化が両情報源の効果を調整している可能

性が示された。他方、中 1〜中 3 では交互作用項の多くが非有意であり、地域進学率に

よる効果の変動は限定的であった。ただし、「インターネット × 進学率」のみ正の効果

が確認され、進学率の高い地域ほどオンライン情報が母親の教育熱心度をわずかに強め

る可能性が示唆された。 

 なお、交互作用項を投入したモデルでは、小 4〜小 6、中学生段階において、「学校・

塾」の主効果が非有意へと変化しており、情報源の影響が地域的な教育文化と一定程度

連動していることがうかがわれた。 

 

表 2 学年段階別に推定した教育熱心度の固定効果モデル 

 

4.2 母親学歴別にみた効果 

 次に、母親学歴別に、教育熱心度がどの情報源および地域的コンテクスト（大学・短

大進学率）との関係で変動するかを検討した結果、学齢区分ごとに以下の特徴が確認さ

れた。 

 まず、小 1〜小 3 では、大卒母親は「マスメディア」のみが正の効果を示し、他の情報

源は独自に有意ではなかった。しかし、交互作用では「マスメディア」および「インタ
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ーネット」と「大学短大進学率」の組み合わせが負方向の効果を示した。一方、非大卒

母親では主効果・交互作用ともに有意な効果はみられなかったが、親族が正方向、友人・

知人が負方向など、情報源ごとに係数の方向が分岐していた。 

 次に、小 4〜小 6 では、大卒母親はいずれの情報源も非有意であり、交互作用にも明

確な効果はみられなかった。これに対し非大卒母親では、「マスメディア」が負方向、「イ

ンターネット」が正方向に有意な効果を示し、この学年段階では複数の情報源が教育熱

心度と関連していた。さらに非大卒母親の交互作用では、地域の進学率が高いほど「マ

スメディア」の影響は正に、逆に「インターネット」の効果は負という対照的な関係が

確認された。 

 中 1〜中 3 では、大卒母親の情報源はいずれも非有意であったが、「学校・塾」は負方

向の係数を示した。交互作用では、地域進学率が高いほど「インターネット」情報がわ

ずかに教育熱心度を押し上げる傾向がみられた。一方、非大卒母親では「学校・塾」が

弱い正の効果を示し、交互作用では地域進学率が高い地域ほど「学校・塾」の影響が弱

まるという関係が確認された。すなわち、中学生段階では非大卒母親において学校・塾

情報の主効果と交互作用の方向が反転し、地域進学文化との連動の仕方が大卒母親とは

異なる特徴を示した。 

 総合すると、大卒母親は全学齢を通じて、情報源の主効果・交互作用ともに有意な影

響が限定的であり、教育情報の影響は比較的弱く安定していた。他方、非大卒母親では

学齢が進むにつれて複数の情報源が教育熱心度とより強く関連し、とくに小 4〜小 6 お

よび中 1〜中 3 で地域進学文化との結びつきが有意に表れるなど、情報環境と地域環境

に敏感に反応する傾向が明確に認められた。 

 

表 3 母親学歴別・学年段階別に推定した教育熱心度の固定効果モデル 

 

5. まとめと考察 

 

 本研究では、母親の教育熱心度が子どもの成長に伴ってどのように変動し、どのよう

な情報源および地域的コンテクストによって規定されるのかを、固定効果モデルを用い

て学齢区分および母親学歴別に検討した。その結果、母親の教育姿勢は一様に形成され

るものではなく、子どもの学齢段階、利用される情報源の種類、地域の教育文化、そし

て母親自身の学歴という複数の条件が重なり合うことで、異なる形で形成・変動してい

ることが明らかとなった。 
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 第一に、学齢区分別の分析から、「学校・塾」を通じた情報源は全学年で一貫して母親

の教育熱心度を高める傾向が確認された。特に中学生段階においても強い有意性がみら

れたことは、進路選択や受験を意識し始める時期において、学校や塾が単なる学習支援

の場にとどまらず、保護者に対して教育上の期待や判断基準を提示する重要な制度的情

報源として機能していることを示唆している。一方で、友人・知人やインターネットと

いった非制度的情報源は、小学校段階では明確な効果を持たないものの、中学生段階で

は弱いながらも正の効果を示しており、子どもの成長に伴って、親同士のネットワーク

やオンライン情報が教育判断に参照される比重が高まる可能性が示された。 

 第二に、地域進学率との交互作用に着目すると、小 4〜小 6 では、地域の進学率が高

い環境において学校・塾の影響が強まり、逆にインターネットの影響が弱まるという調

整効果が確認された。これは、地域において進学志向が共有されている場合、学校や塾

が「正統的な情報源」として位置づけられ、保護者がインターネットなどの多様な情報

よりも、地域で信頼されている制度的ルートに依拠しやすくなる可能性を示している。

中 1〜中 3 では交互作用の多くは非有意であったものの、インターネットのみが正の効

果を示しており、進路選択がより切迫する段階においては、地域的教育文化と結びつき

ながら、オンライン情報が補完的な役割を果たしている可能性が残された。 

 第三に、母親学歴別の分析から、大卒母親と非大卒母親の間で、「どの情報源が」「ど

の地域環境において」教育熱心度に影響を及ぼすのかが大きく異なることが明らかとな

った。大卒母親では、全学齢期を通じて情報源の主効果や地域進学率との交互作用はい

ずれも限定的であり、教育熱心度が外部情報や地域環境の変化に左右されにくい比較的

安定した構造を示していた。これは、大卒母親が自身の学歴経験を通じて、教育に関す

る判断基準や見通しを内在化しており、外部情報を参照する必要性が相対的に低い可能

性を示唆している。これに対し、非大卒母親では、小 4〜小 6 においてマスメディアや

インターネットが有意に影響し、中 1〜中 3 では学校・塾の効果が強まるなど、学齢の

上昇とともに参照される情報源が変化・多元化する傾向が確認された。さらに、これら

の学齢段階では地域進学率との交互作用が複数有意となっており、非大卒母親ほど、地

域における教育文化や進学志向の強さに影響を受けやすい構造が示された。 

 この点については、単に「情報に左右されやすい」と捉えるのではなく、非大卒母親

が置かれている教育的判断環境の特性として理解する必要があるだろう。すなわち、非

大卒母親にとっては、自身の学歴経験から直接参照できるモデルが限られているため、

子どもの教育に関する判断において、学校・塾、メディア、インターネット、地域の進

学状況といった外部情報を通じて「何が望ましい選択なのか」を相対的に確認する必要

性が高いと考えられる。その結果として、情報環境や地域環境の違いが、教育熱心度の

変動としてより顕在化しやすくなっている可能性がある。 

 この意味で、本研究で示した「非大卒母親が情報環境および地域環境に対して敏感に

反応したことは、家庭の文化資源の差が、地域的教育文化を介して増幅されうる」とい

う知見は、文化資本の単純な有無ではなく、「どのような環境で、どの情報が参照されや

すいか」という文脈依存的なプロセスを通じて、教育意識の差が形成・拡大していく可

能性を示しているといえる。すなわち、進学志向の強い地域においては、非大卒母親ほ

どその規範を外部情報から強く受け止め、結果として教育熱心度を高める方向に調整す

る一方、そうした情報や規範が乏しい地域では、教育姿勢の形成が異なる軌道をたどる

可能性がある。 

 以上の知見を踏まえると、地域進学文化との関連が非大卒母親で顕著にみられたこと
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は、地域格差が単に教育機会の量的差として存在するだけでなく、親の教育意識を通じ

て次世代へと再生産されるメカニズムの一端を示していると考えられる。本研究は固定

効果モデルを用いた分析であり、因果関係の全体像を直接明らかにするものではないが、

少なくとも、地域的教育文化と家庭の文化資源が相互に作用しながら教育意識を形成し

ていく可能性を示した点に意義がある。 

 今後の研究課題として、第一に、情報源の「内容」や「質」、さらには母親がそれらを

どのように評価し、取捨選択しているのかを詳細に検討する必要がある。とりわけ、イ

ンターネットや SNS などのデジタル情報環境は急速に多様化しており、非大卒母親がど

のような情報に接触し、それをどのように信頼・解釈しているのかを明らかにすること

は重要である。第二に、今回用いた指標は母親内の年次変動を捉えるものであるが、教

育意識は母親のみで完結するものではなく、父親の教育観や学歴、就業状況、さらには

祖父母を含む家族内ネットワークとの相互作用のもとで形成されている可能性がある。

そのため、父親や家族全体の情報環境、役割分担、意思決定過程を考慮した包括的な分

析を行うことで、教育意識形成のメカニズムをより精緻に理解できると考えられる。第

三に、母親自身が自らの学歴をどのように位置づけ、評価しているのかという「学歴意

識」に着目することも有効であろう。自身の学歴に対する肯定感や距離感の違いが、学

校・塾、インターネットといった情報源や、地域の教育文化の受け止め方に影響してい

る可能性が考えられる。こうした点については、量的分析に加えて、インタビュー調査

などの質的手法を用いることで、教育意識形成の過程をより立体的に捉えることが期待

される。 

 本研究は、母親の教育熱心度が家庭内要因だけではなく、情報源と地域的コンテクス

トの組み合わせによって変動することを明らかにした点で意義が大きい。とりわけ、非

大卒母親において、情報環境と地域文化が教育意識に与える影響が大きいことを示した

ことは、家庭支援政策や教育情報の提供のあり方を検討する上でも重要な示唆を与える

ものである。 

 

付記 

 二次分析にあたり、東京大学社会科学研究所附属社会調査・データアーカイブ研究セ

ンターSSJ データアーカイブから「子どもの生活と学びに関する親子調査 Wave1–4、

2015–2021」「子どもの生活と学びに関する親子調査 Wave4【特別データ】居住都道府県、

2018」（以上、ベネッセ教育総合研究所）の個票データの提供を受けた。 

 本稿の執筆にあたっては、査読者から多くの有益なコメントをいただいた。記して感

謝申し上げる。 

 なお、本稿は、2025 年 9 月 6 日に金城学院大学で開催された日本家族社会学会第 35

回大会における口頭発表の内容に、若干の加筆・修正を加えたものである。発表の機会

を提供してくださった関係各位ならびに、当日の発表に際して有益な質問やコメントを

寄せてくださった方々に、この場を借りて御礼申し上げる。 
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